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はじめに 

経営改善専門委員会においては，平成１４年度からこれまでに１４法人の経営改善策に

ついての意見書をとりまとめ，出資法人改革に向けた提言を行ってまいりました。 

特に，昨年度は，出資法人改革が本県における喫緊の課題であることから，５５ある出

資法人の将来方向について，「廃止」，「統合」，「自立化・民営化」の視点で抜本的な見直し

を行い，速やかな実行計画を策定し出資法人改革に向け強い意志をもって取り組むよう，

県に対し提言を行ったところです。 

 また，先の県議会「県出資団体等調査特別委員会」においては，出資法人改革をさらに

加速させる内容の報告書がとりまとめられ，精査（準精査）団体の具体的な改革方向，出

資法人数や人的・財政的支援の削減目標，保有土地の処分推進や将来負担額の削減などの

提言がなされました。特に，重点審議が行われた茨城県住宅供給公社については，現在，

破産手続きが破産管財人により進められております。 

 本委員会では，県財政がより厳しさを増している現状に鑑み，法人の組織維持の観点か

ら現状分析を甘くし，改革に消極的になりそのスピードを緩めることがあってはならない

との共通の認識のもと審議を進めることといたしました。 

 今年度の審議対象法人として，廃止や統合を提言した法人並びに経営改善及び県関与の

あり方等について改めて検証が必要な法人の計１６法人を選定し，法人所管課からのヒア

リングを含め５回にわたり委員による徹底した審議を重ね，提言を行うものであります。 

 なお，今回の審議を通じて，出資法人改革には一段と厳しい改革に踏み込んでいくこと

が求められている一方，一部には法人所管課の改革への根強い抵抗のあることも強く感じ

たところであります。 

県においては，本委員会の提言を踏まえ，課題を先送りすることなく，県民目線で出資

法人改革の実現に向けた具体的な対応策に躊躇することなく取り組まれることを切望いた

します。 

 おわりに，長期間にわたり熱心に審議に当たられた委員各位に対し，心から感謝申し上

げる次第であります。 

 

平成２３年１月２５日 

 

茨城県出資団体等経営改善専門委員会 

委  員  長  小 濵 裕 正
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１ これまでの経緯等 

（１）第５次行財政改革大綱の取り組み 

   公益法人制度改革や地方公共団体の財政の健全化に関する法律の施行等により，出

資法人のあり方や出資法人に対する関わり方について厳しい対応が求められてきてい

ることから，県では，出資法人改革を第５次行財政改革大綱の柱の一つに位置づけ喫

緊の課題として取り組んでいる。 

   本委員会においては，平成２０年１０月から８回にわたり，「廃止」，「統合」，「自立

化・民営化」の視点で法人の将来方向について審議を行い｢県出資法人のあり方に関す

る報告書｣をとりまとめ，昨年２月に県に提出した。 

   その中で，茨城県住宅供給公社や(財)グリーンふるさと振興機構など８法人の廃止，

(財)茨城県農林振興公社・(社)茨城県穀物改良協会・(社)園芸いばらき振興協会など

７法人の統合，(社)茨城県危険物安全協会連合会や(社)茨城県林業協会など１０法人

の自立化・民営化などの将来方向を示すとともに，今後の取り組みに当たり期限を明

確にした改革の実施や責任の明確化，透明性の確保などの提言を行った。 

 

   県においては，本委員会の提言を受け，出資法人の担当部局を中心に事業の必要性

や県関与のあり方等について見直し・検討を行い，昨年６月に「県出資法人の将来方

向についての基本方針」(以下｢県の基本方針｣という。)を策定した。 

 

（２）県議会出資団体等調査特別委員会の提言 

   一方，県議会県出資団体等調査特別委員会（以下「出資調特」という。）においては，

特に県財政に与える影響が大きい１６法人が精査団体，準精査団体として選定され，

平成２１年５月から概ね１６ヶ月にわたり精力的な審議が行われ，昨年９月の県議会

第３回定例会に調査結果が報告された。 

   報告書においては，出資法人改革を前進させるべく具体的な削減目標の提言がなさ

れた。特に，出資法人数については，平成２５年度には１５法人削減し４０法人程度

に，平成２９年度には３０法人程度にという大変厳しい目標が設定された。 

 

 

２ 見直し対象法人 

（１）対象法人の選定 

   本委員会においては，毎年度特に経営に課題を抱える法人を対象に検証し提言を行

ってきた。 

   これまで県が取り組んできた出資法人改革は，県議会からの指摘にもあるように抜

本的な対応策に着手するまでのスピード感が不足していることに加え，法人の組織自

体の存続を重視して，県が改革を先延ばしにする姿勢が見受けられた。 
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このため，本委員会では，平成２１年度の決算状況，県の基本方針や出資調特の報

告書を考慮のうえ，今後，県が廃止や統合の取り組みを具体的に進めていく必要があ

る法人及び経営改善や県関与のあり方等についてさらなる検証が必要な法人として１

６法人を選定した。 

 

法  人  名 

(財)茨城県青少年協会 

鹿島都市開発(株) 

(財)いばらき文化振興財団 

(財)いばらき腎バンク 

(株)ひたちなかテクノセンター 

つくば国際貨物ターミナル(株) 

日立埠頭(株) 

茨城県土地開発公社 

(財)グリーンふるさと振興機構 

(財)つくば都市振興財団 

(財)茨城県国際交流協会 

(株)つくば研究支援センター 

(株)いばらきＩＴ人材開発センター 

茨城県道路公社 

日立港木材倉庫(株) 

一般財団法人茨城県住宅管理センター 

 

（２）検証の視点 

   出資法人改革は，一段と厳しい改革に踏み込んでいくことが求められており，県が

主導的立場に立って，社会的・公益的要請が薄れている法人等の廃止や効率的な運営

を図るための類似法人との統合など抜本的な対応策に，躊躇することなくより一層の

スピード感を持って取り組む必要がある。 

   このような状況を踏まえ，廃止，統合については，①設立当初の目的が達成されて

いるか，②民間事業者による事業の実施が可能か，③事業実施が実質的に市町村主体

で行われていないか，④事業の効率性が確保されているか，⑤他の法人の実施する事

業との類似性がないか等の視点で検証を行った。 

   経営改善・県関与のあり方については，①累積損失や経営収支の悪化など経営上の

課題を抱えていないか，②法人の自立的な運営が行われ県関与の必要性が薄れていな

いか等の視点で検証を行った。 

   また，公益法人制度改革により県出資法人が公益法人又は一般法人への移行に当り，

出捐等の目的や事業内容，県施策との整合性などを基に法人の役割や意義を改めて見

直し，出捐を含めた県関与の適正なあり方についても検証を行った。 

   出資法人改革の確実な前進に向け，具体的な時期を明示のうえ，法人の廃止・統合

や自立化等に向けた取り組みを提言するものである。 
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３ 法人の廃止・統合等に向けた検証 

（１）(財)茨城県青少年協会 

検討項目 
○青少年育成事業の推進方策の検討状況 

○法人の廃止（統合）の考え方と時期 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 出資調特報告書の提言（平成22年 9月） 

    ・ 今後，県による青少年や若者への支援の総合的かつ一体的な実施とあわせて，

指定管理者制度の適用の見直しや他の類似団体との統合・再編を含めて，団体

や施設のあり方を，幅広く検討したうえで，期限を定めて，抜本的に見直すべ

きである。 

    ［事業の概要］                       (単位：千円) 

事業名 H19年度 H20年度 H21年度 内容 

青少年会館の管理運営及

び青少年育成事業 

53,132 49,397 48,043 青少年会館等の指定管理 

青年リーダー養成事業等 96.1% 96.4% 90.6% 

若者ボランティア・地域

活動支援事業 

－ － 1,672 推進員の配置 

ボランティア・地域活動の支援 － － 3.2% 

その他の事業 
2,149 1,829 3,327 青年交流事業等の自主事業 

3.9% 3.6% 6.3% 

計 55,281 51,226 53,042  

   ○ 今年度策定中の次期「いばらき青少年プラン」（平成23年度～27年度）のなか

で，県が実施する若者への支援事業と法人が実施する青少年育成事業の効果的な

連携のあり方を検討している。 

   ○ 一方，平成２２年４月から「子ども・若者育成支援推進法」(平成21年法律第

71 号)及び「茨城県青少年の健全育成等に関する条例」(平成 21 年条例第 35 号)

が施行されるなど，青少年や若者に対する一層の支援や対策が求められている。 

    ［茨城県立青少年会館の概要］ 

設置日 昭和５５年４月１日（築30年） 

設置根拠 茨城県立青少年会館の設置及び管理に関する条例(昭和55年条例第1号) 

目的 青少年，青少年関係者及びこれらの団体の福祉の増進 

敷地面積等 

敷地面積：約4,000㎡(県有地) 

建築面積：777㎡，延床面積：2,892㎡（昭和55年 3月完工） 

 鉄筋コンクリート ４階建（一部地下1階） 

主な施設 

研修室：大研修室(180人)，中研修室(2室，各50人)，小研修室(30人) 

特別研修室(15人)，交流サロン「アイルーム」等 

宿泊室：洋室2室，和室7室（12畳）等 ※「偕楽園ユースホステル」 

駐車場：第1駐車場-39台，第2駐車場-45台 
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  （法人のあり方等） 

   ○ 県は，青少年育成事業における県と関係団体の役割分担を明確にし，法人実施

の事業を含めて青少年育成関連事業について十分議論のうえ，廃止又は類似法人

との統合の結論を，平成２４年度を目途に出すべきである。 

   ○ また，青少年会館の平成２６年度以降の指定管理について，民間が参入しやす

い条件等の検討を行うべきである。 

 

 

 

（２）(財)グリーンふるさと振興機構 

検討項目 

○中期計画(事業の重点化，県の人的・財政的関与，基本財産の取り扱い)

の検討状況 

○法人の解散時期 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 出資調特報告書の提言（平成22年 9月） 

    ・ 県北地域振興の活動主体は，本来，該当する市町であることが望ましく，圏

域市町などへの機能移管により，本団体は発展的に廃止されるべきである。 

    ・ 県の人的・財政的関与の削減を改革工程表により具体的に管理し，スピード

感を持って，本団体の事業効果の検証と円滑な移管に取り組むべきである。 

   ○ 圏域７市町等を構成員とする「財団法人グリーンふるさと振興機構のあり方検

討委員会」の報告（平成22年 7月） 

    ・ 振興機構の運営を市町中心の体制へ移行するため，県の人的・財政的支援を

段階的に削減し，５年後(平成27年度末)を目途に廃止する。 

    ・ 平成２８年度から振興機構の運営を市町中心に移行するとともに，振興機構

とは別の広域的事業等に取り組む新たな体制を確立し，振興機構を廃止する。 

   ○ 平成２２年７月に圏域７市町や地域づくり活動団体などで構成する「グリーン

ふるさと振興機構中期計画策定委員会」（議長：斎藤義則茨城大学人文学部教授）

を設置し，今年２月までに新たな中期計画（平成23～27年度）を策定することと

している。 

   ○ 中期計画策定委員会のもとにワーキング委員会を設置し，事業の重点化，政策

(数値)目標の設定，県の人的・財政的関与の見直し，基本財産の取り扱いなどに

ついて検討を行っている。 
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  （法人のあり方等） 

   ○ 県北地域の振興は県政の最重要課題の一つであり，引き続き，県として県北地

域の活性化に向けた明確なビジョンを示し，地元市町及び関係団体と密接に連携

し進めることが望まれる。 

   ○ 県は構成市町との調整を進め，５年を待たずに遅くとも３年後の平成２５年度

を目途に振興機構を解散すべきである。 

     また，複数市町に跨る広域的な事業については，関係市町が主体となった新た

な体制で担うべきである。 

 

 

 

（３）鹿島都市開発(株) 

検討項目 ○ホテル事業の収支と今後の見通し 

 

  （現状・課題等） 

   ○ ホテル事業については，宿泊稼働率の低下，宴会件数やレストラン利用者数の

減少により，平成２１年度決算では約１億１千万円の営業損失を計上している。 

    [ホテル事業の収支状況]              （単位：百万円） 

年度 H19年度 H20年度 H21年度 

売上高 2,219  2,033  1,991  

売上原価 2,190  2,034  2,034  

売上総利益 29  △ 1  △ 43  

一般管理費等 97  84  68  

営業損益 △ 68  △ 85  △ 111  

(参考)ビル全体の営業利益 △ 25  16  0  

(参考)会社全体の当期純利益 141  193  186  

   ○ 部門別収支の状況                （単位：百万円） 

年度 H19年度 H20年度 H21年度 

宿泊部門 68  82  47  

宴会部門 △ 109  △ 133  △ 126  

レストラン部門 △ 37  △ 47  △ 72  

温泉部門 △ 1  7  13  

その他部門 11  6  27  

計 △ 68  △ 85  △ 111  

    ・ 宿泊部門はリーマンショックや新型インフルエンザ流行の影響で宿泊稼働率

や実収単価が低下し売上高が減少したが，外注人件費などの売上原価を削減し

営業利益を計上した。 
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    ・ 宴会部門は婚礼をはじめ受注件数が増加したが，少人数化や客単価の低下に

よる売上高の減少により営業損失を計上した。 

    ・ レストラン部門は原価の低減を図ったが，宿泊客の朝食利用者や昼食等の利

用者の減少により各店舗において売上高が減少し営業損失を計上した。 

   ○ 平成２２年５月に中期経営計画（平成 22 年度～26 年度）を策定し，効率的な

経営による収支の見直しを行った。 

   ○ ホテル事業の収支見通しは，今年度からの５年間で，宿泊稼働率の向上やホテ

ル事業の利用者数の増などの改革工程表に基づく目標達成を前提として，売上高

の増を見込んでいる。 

   ○ 平成２７年度には建物付属設備（電気，空調，衛生設備）等の償却期間の経過

により減価償却費が低減し黒字転換の見通しである。 

    [ホテル事業の収支見通し]                  （単位：百万円） 

 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 

売上高 2,060 2,074 2,087 2,100 2,114 

売上原価 2,014 2,043 2,022 2,038 2,042 

売上総利益 46 31 65 62 72 

一般管理費等 95 96 96 97 97 

営業利益 △49 △65 △31 △35 △25 

(参考)ビル全体の営業利益 65 27 90 87 100 

宿泊稼働率 65.0% 66.6% 68.2% 69.8% 71.5% 

利用者数 647千人 657千人 667千人 678千人 690千人 

テナント入居率 75.2% 76.2% 77.6% 78.8% 80.0% 

 

  （早期に取り組むべき事項） 

   ○ 設立当初に比べると，鹿島地区の周辺環境の変化等に伴い，宴会部門やレスト

ラン部門の利用状況は大きく変化してきている。また，営業努力や情報発信の強

化，経費削減等の実施では根本的な経営体質の改善には結びつかず，今後５年間

でホテル事業の経営を回復させるのは現実的に厳しい状況にある。 

   ○ ホテル事業については，より一層民間活力を活かした経営改善に向け抜本的な

検討を行い，黒字化を目指す必要がある。 

   ○ 宿泊部門の黒字継続を前提として，赤字を計上している宴会部門とレストラン

部門の外部委託やテナントリースなど様々なケースを想定したシミュレーション

を早急に行い，一番望ましい経営形態を見極める必要がある。 
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（４）(財)つくば都市振興財団 

検討項目 出捐金の県への寄附と指導対象団体からの除外 

 

  （現状・課題等） 

   ○ つくば市が主たる出捐者(出捐額425百万円，比率71.1％)の法人であり，つく

ば市による職員派遣や運営費補助金等の支援のほか，つくば市が設置するノバホ

ール，つくばカピオの指定管理者となっている。 

   ○ 県は，出捐(出捐額100百万円，比率16.7％)をしているが，現在は人的・財政

的支援は行っていない。 

    ［主な出捐者］ 

出捐順位 出捐者名 出捐額(千円) 出捐比率(%) 

１ つくば市 ４２５，０００ ７１．１ 

２ 茨城県 １００，０００ １６．７ 

３ 筑波都市整備(株)  １３，０００  ２．２ 

４ (財)つくば科学万博記念財団  １０，０００ １．７ 

５ (株)常陽銀行  １０，０００  １．７ 

その他 ６４団体 ３９，６００  ６．６ 

   ○ ノバホール・つくばカピオの管理運営事業や文化振興事業等を行っている公益

法人であり，毎年の利益から県に出捐金相当額を寄附することは難しい。 

    ※ 基本財産の一部処分は，理事の３／４以上の同意が必要 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ 法人はつくば市の人的・財政的支援を受け安定した運営がなされており，県関

与のあり方を見直し，自立化を図る時機にきている。出資法人等の経営評価及び

運営指導に関する指針では，県出資金の割合が４分の１未満の法人で，人的・財

政的関与が行われていない法人は県出捐金相当額の県への寄附により指導監督基

準の適用範囲から除外する扱いとしている。 

   ○ 県は，公益法人移行にあわせて，指導対象法人から除外することについて，つ

くば市や法人の理解と協力を得るための協議を進めるべきである。 
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（５）(財)いばらき文化振興財団・(財)茨城県国際交流協会 

検討項目 ○いばらき文化振興財団と国際交流協会との統合 

 

  （現状・課題等） 

   ○ いばらき文化振興財団が行っている事業は，大洗水族館の管理運営事業が全体

事業の約７０％を占め，県民文化センターの指定管理事業が約１７％，文化振興

事業が約１３％となっている。 

   ○ 国際交流協会は市町村国際交流協会や交流団体等と連携し，各種交流事業や外

国人支援事業を行っている。 

    [両法人の概要]                     (H22.7現在) 

 いばらき文化振興財団 茨城県国際交流協会 

設立年月 平成４年７月 平成２年１０月 

県出捐額 30,000千円(出捐比率100%) 300,000千円(出捐比率61.1%) 

主な事業 

(百万円) 

 

大洗水族館事業(1,689) 

県民文化センター(410) 

文化振興事業(330) 

印紙売り捌き事業(154) 

上海事務所経費(40) 

外国人相談センター(1) 

経営状況 H19年度 H20年度 H21年度 H19年度 H20年度 H21年度 

 経常収益 

(千円) 
2,661,265 2,546,531 2,531,311 912,824 776,389 264,991 

一般正味財産

増減額(千円) 
208,797 51,019 47,713 7,629 18,824 △5,964 

正味財産期末

残高(千円) 
2,624,173 2,670,665 2,713,480 574,092 592,916 586,952 

県の財政的関

与の割合(％) 
17.6 17.9 17.4 10.4 12.4 34.2 

   ○ 中国では外国企業の事務所設置に係る要件が厳しく設立後２年が経過しなけれ

ば事務所の設置ができないことから，統合により新団体を設立した場合，上海事

務所の運営継続が困難となる。 

     また，統合が新団体と見なされない場合でも，法人名に「文化」という文言が

入ると承認されないおそれもある。 

     （参考）平成１０年度に統合［(財)いばらき文化振興財団，(財)茨城県国際交流協会，

(社福)茨城県文化福祉事業団（文化部門）の再編統合］を検討した際，上海事務

所の承認問題等で統合ができないとの結論に至った。 

   ○ 上海事務所の事業中断は県内企業の現地活動の支援等に支障が生じ，また，春

秋航空等との窓口としての役割を担っていることから，路線拡大や利用促進、観

光客誘致等への影響が大きい。 
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  （法人のあり方等） 

   ○ 国際交流協会については，プロパー職員が１名という組織の脆弱さに加え，パ

スポート申請事務の市町村への権限移譲に伴う印紙売り捌き収入等自主財源の大

幅な減少により法人の運営が困難になることが予測される。県は，中期計画の最

終年度である平成２４年度を目途に，今後の法人のあり方について真剣に検討す

る必要がある。 

   ○ 国際交流事業について，県や市町村，民間団体等の役割分担に基づき，法人実

施事業の早急な見直しを行い効率的な運営に努めるべきである。 

 

 

 

検討項目 ○大洗水族館の修繕等積立預金のあり方 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 大洗水族館の維持修繕及び展示の模様替えに関する工事については県が行い，

その費用を法人が負担している。そのため，法人は修繕等に必要な費用について

計画的な積立を行っている。 

    [施設設備修繕等積立預金の状況]              (H21年度決算) 

積立区分 積立内容 金額(千円) 

施設設備修繕等積立預金 協定期間(H19～23年度)及びH24以降の小規模修繕費 790,210 

減価償却引当預金 固定資産の更新費用 92,880 

事業資金積立預金 計画的な展示替，展示生物の購入(更新)費用 250,000 

財政調整積立金 緊急時に対応し事業運営を継続するための費用 369,170 

計  1,502,260 

 

  （早期に取り組むべき事項） 

  ○ 重要な観光拠点である大洗水族館を適正に維持管理していくことは必要であるが，

県有施設の管理許可でその許可を受けた法人が事業運営によって発生した資金で多

額の内部留保を形成し，県が一定の条件のもとで内部留保の執行に関与することは

適正なものと言い難い。内部留保の形成過程を分析・検討し，現在法人が内部留保

している資金のあり方を明確にすべきである。 

  ○ 大洗水族館の施設設備修繕等積立金は，施設所有者である県が大規模改修に係る

費用を負担するという考え方に基づき，県は，緊急修繕等にも的確に対応できるよ

う基金を設置するなどあり方の見直しを行う必要がある。 

    なお，見直しについては，都市公園法による施設管理の許可期限である平成２３

年度末までに行うべきである。 
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（６）(財)いばらき腎バンク 

検討項目 
○財政基盤の確立に向けた取組状況 

○法人の将来方向の考え方 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 改正臓器移植法の全面施行に伴い臓器移植コーディネーターを設置するととも

に，臓器移植の普及啓発事業等に取り組んでいる。 

   ○ 財政基盤の確立や事業活動の拡充のため，賛助会員・寄付金制度等による収入

増対策を実施しているが，目標に対する達成率は約６５％となっている。（平成

22年 11月 15日現在） 

   ○ 法人のあり方を再検討するため，今年１月に検討準備会を設置する。 

    ・ 臓器移植を取り巻く社会状況や法人組織の現状を評価し類似団体への統合等

を含めて検討する。 

    ・ 外部有識者を含めた検討準備会を設置し，平成２４年度を目途に検討を進め

る。 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ 臓器移植意思表示カードの普及啓発など法人が行う事業の実施に当たっては，

賛助会費や寄付金等財源が目標どおり確保できていないことから，より効率的な

執行に努めるべきである。 

   ○ 県は，改正臓器移植法の全面施行後における臓器移植件数の推移及び財政基盤

等を見極め，自立的な運営が困難である場合は，事業主体の見直しによる廃止や

類似法人との統合の結論を，平成２４年度を目途に出すべきである。 
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（７）(株)つくば研究支援センター・(株)ひたちなかテクノセンター 

検討項目 ○両法人の統合に向けた考え方と今後の進め方 

 

  （現状・課題等） 

   ○ つくば研究支援センターは，研究開発型企業やベンチャー企業に対する施設の

提供や産学官連携による新事業の創出を支援する各種事業等を実施しており１５

期連続黒字である。 

   ○ ひたちなかテクノセンターは，「創業準備オフィス」「スモールオフィス」「研究

開発室」の提供や各種相談会等を実施しており４期連続で黒字である。また，平

成２２年度無償減資を行い，懸案であった累積欠損金(約 23億円)の解消を図った。 

    [両法人の概要]                     (H22.11.1現在) 

 つくば研究支援センター ひたちなかテクノセンター 

設立年月 昭和63年 2月 平成2年 10月 

設立関係法令 民活法 頭脳立地法 

役割等 大学や試験研究機関など，つくばの持つポ

テンシャルを活用して，地域産業の活性化

や新事業の創出を図ることを目的として

いる。 

電気・機械産業やエネルギー産業など，県北

地域において，産学官との連携による｢地域

産業の高度化｣，｢特定事業の集積促進｣を目

的としている。 

資本金 28億円 １億円 

出資者の 

状況 

(県以外) 

株主数72 

(株)日本政策投資銀行 

三井物産(株)，三井化学(株) 

三菱商事(株) ほか 

株主数26 

中小企業基盤整備機構 

(株)日立製作所，ひたちなか市 

(株)常陽銀行，東京電力(株) 

日立電線(株)，日本原子力発電(株) ほか 

※民活法：民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する法律(平成 18年廃止) 

※頭脳立地法：地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律(平成 19年廃止) 

   ○ 両法人は，設立目的や経緯，出資者の構成を異にする。 

   ○ 今後，統合の可否を含めた課題の検討を行うため，今年度中に両法人を入れた

検討会を開催し検討を行っていく。 

    ・ 統合のメリットの検討（役員の削減，総務部門の統合等） 

    ・ 統合の際の株式の統合比率の検討 

    ・ 統合の際の株の買い取り請求に対する検討 等 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ 両法人は設立関係法令が異なるものの，県内の中小企業の事業創出，企業支援

の推進といった類似の事業を行っている。県全体の産業活性化を図るという観点

からその目的を明確にしたうえで統合を図るべきである。 

   ○ 県は両法人の最大出資者として，株主等関係者に対しイニシアチブを取って統

合に向けて理解と協力を得られるよう行動すべきである。 
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（８）(株)いばらきＩＴ人材開発センター 

検討項目 
○経営改善に向けた取組と今後の見通し 

○法人の自立化に向けた県関与の検討状況 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 平成３年３月，情報化の進展に的確に対応した人材育成の支援を行い，地域産

業の発展を図ることを目的に，茨城県，古河市及び(独)情報処理推進機構等の出

資により設立された。 

    ・ 最大株主は(独)情報処理推進機構（出資額４億円，出資比率46.6%）であり，

県と古河市が各１億円，その他地元企業等(46社)が出資している。 

    ・ 県の人的関与は非常勤取締役１名，財政的関与は中小企業ＩＴ化による経営

改善等支援事業等３０百万円（財政的関与の比率16.9%）の委託を行っている。 

   ○ 現在，約３億２５百万円の累積損失を抱えている。 

   ○ 中期経営計画を策定するなど，売上の拡大や財務体質の改善を図っている。 

    ・ 自社ビル入居率の向上やニーズが高く収益性が見込まれる研修事業への特化

による受講者の確保等により売上の増加に努めている。 

    ・ 平成２６年度までに一般管理費（減価償却費を除く）の９％削減（平成 20

年度対比）や損益分岐点の管理による実施事業の見直しを行い，財務体質の改

善を目指している。 

   ○ 県は筆頭出資者でないことから経営改革を主導的に行える立場になく，最大株

主である(独)情報処理推進機構や地元古河市等と協議を行っている。 

   ○ (独)情報処理推進機構の出資により設立されたソフトウェアセンターは全国で

２０道府県にあったが，うち５府県は経営不振で既に廃止となっている。 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ ＩＴ人材育成等の事業は，民間での対応が進んできていることから，県が三セ

ク構成員として関与していく役割は薄れてきている。 

   ○ 現在の損益収支を踏まえると累積損失(約 3億円)解消まで長期間を要すること

から，県は，(独)情報処理推進機構や古河市等と，累積損失の早期縮減や県関与

の今後のあり方について具体的な協議を行っていく必要がある。 
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（９）つくば国際貨物ターミナル(株) 

検討項目 

○平成２２年度上半期の経営状況を踏まえた今後の見通し 

○開発公社からの施設買取りの見通し 

○法人の役割・意義と今後のあり方 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 平成２２年度上半期は経常利益２５百万円を確保するとともに，経営体質の強

化を図り１９年度以上の利益を確保(約８０％増)している。 

    ・ 世界同時不況に伴い取扱貨物が急激に減少し，平成２０年度から２期連続で

大幅な損失を計上した結果，累積損失が１億４８百万円となった。 

    ・ 役職員の給与カット，傭車費の削減などの経費削減（2ヶ年で82,840千円）

と，中国・インドを中心としたアジア向け貨物の回復等を捉えた営業を図って

いる。 

   ○ 法人設立当時と比べ通関業務に係る規制緩和が進み，成田空港周辺への保税倉

庫が増えるなど法人を取り巻く環境は大きく変化してきているものの，約１００

社に及ぶ県内企業が当該施設を活用している。 

   ○ ＡＥＯ制度※の導入により通関業務の規制緩和が図られているが，中小企業が

この制度を適用するためには，セキュリティの強化（施設周辺の囲壁，監視カメ

ラの設置等）が障壁となっている。 

     ※ＡＥＯ制度（Authorized Economic Operators）： 

輸出業者や通関業者，運送業者が，保税蔵置場を経由することなく直接工場から輸出する

ことができる制度 

   ○ 施設は開発公社が建設し，２０年間(平成 9～28年度)の賃借後の平成２８年度

に買い取る契約となっている。 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ 営業強化や顧客サービスの充実等，売上の拡大に向け様々な取り組みを行って

いるが，景気動向の影響を大きく受けやすい業態であるので，景気の影響を最小

限に止めるような経営体質を目指す必要がある。 

   ○ 平成２８年度末における施設買取りは，内部留保の確保と市中金融機関からの

融資により行う計画であり，そのためにも更なる売上げの確保と財務の健全化に

努めることが求められる。 

   ○ 県は，施設買取りの時期までには，関係者と十分協議のうえ将来方向について

検討を進めるべきである。 
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（10）茨城県道路公社 

検討項目 
○上半期の通行量からみた今後の見通し 

○法人の解散時期 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 収益性の高かった水郷有料道路や新大利根橋有料道路が無料開放となり，料金

収入で管理費用が賄えない路線を含む５路線が残り，経営悪化が見込まれている。 

   ○ 平成２２年度上半期の交通量は，将来予測に対し７％の増となっている。下半

期についても同様の伸び率が見込まれている。 

[平成２２年度の上半期交通量実績] 

路線名 H22予測(台/日) H22実績(台/日) H22実績/H22予測 

下総利根大橋 4,616  4,746  103%  
日立 7,089  7,110  100%  
水海道 2,023  2,447  121%  
常陸那珂 2,905  3,570  123%  
若草大橋 863  899  104%  
計 17,496  18,772  107%  

※ H22予測は年間の一日あたり交通量，H22実績は4月～9月の実績 

   ○ 交通量の見込みは，平成２２年度末の北関東道の全線開通により常陸那珂有料

道路の交通量増加が見込まれる一方，経済の動向などの不透明な要因もある。 

   ○ 今年４月に予定している建設技術公社との総務経理部門の統合や人件費，料金

徴収経費の削減，支払利息の軽減等を実施するとともに，利用促進策として水海

道有料道路や若草大橋有料道路におけるポイントカードの発行，国道３５４号岩

井パイパス，主要地方道美浦栄線バイパスのアクセス道路の整備，料金半額社会

実験（水海道有料道路：H23.1～3ヶ月間実施予定）等を行っている。 

   ○ 将来収支予測においては，県負担が平成４０年度末に最少（約３億円）と見込

まれることから，県負担が最少となる時期を見極め，法人の解散を決定すること

としている。 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ 将来交通量については，「道路の将来交通需要推計に関する検討会の報告書」（国

土交通省：H20年 11月）における推計値をもとに予測しているが，最新の交通量

や交通ネットワークの整備等の状況を常に把握し，実態に即した将来収支予測に

直していくことが必要である。 

   ○ 料金収入で管理費用を賄えない若草大橋有料道路を含む収益性の低い５路線が

残っており，建設技術公社との総務経理部門の統合や維持管理経費の削減など徹

底した合理化や有料道路の利用促進策を進めるべきである。 

   ○ 県は，交通量の減少等将来収支予測の悪化が懸念される場合は，先送りするこ

となく解散の時期を見極める必要がある。 
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（11）日立埠頭(株) 

検討項目 ○法人の自立化(株式の譲渡)に向けた検討内容とその実施時期 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 昭和３４年８月，日立港（現茨城港日立港区）第１埠頭の供用開始に併せ日立

港における港湾運送事業及び関連事業を行うことを目的に設立し，平成元年に茨

城県及び日立市からの支援体制を強化した。 

    ［主な出資者］ 

出資順位 出資者名 出資額(千円) 出資比率(%) 

１ (株)日立製作所  ８８，６００ ３２．８ 

２ 茨城県 ４６，７００ １７．３ 

３ 日立市  ４６，７００ １７．３ 

４ 日立電線(株)  １２，０００ ４．４ 

５ (株)日立物流  １２，０００  ４．４ 

その他 １６団体 ６４，５００ ２３．８ 

    ・ 最大株主は日立製作所(出資額：88,600千円(出資比率32.8%)であり，その他

県や日立市，日立製作所関連企業が出資している。 

    ・ 県出資額は４６,７００千円(17.3%)，人的関与は非常勤取締役１名，財政的

関与は荷役設備の保守点検業務１０,４００千円(財政的関与の比率 0.17%)の

委託を行っている。 

   ○ 世界同時不況の影響により売上高が約６３億円(平成 21 年度決算)と前年比で

約１０億円減少したが，経常利益６６百万円を確保するなど安定した経営状況に

ある。 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ 茨城港日立港区については，東京ガス等の進出が予定されており，日立港区唯

一の荷役会社である同法人の株主に県がなっていることで調整役としての機能を

発揮できる局面であるとのことから，土地利用計画や港湾利用への影響等を考慮

のうえ県関与の見直しを進める必要がある。 

   ○ 県は，遅くとも東京ガス進出の目途が立つ段階(平成28年度)までに所有株式を

譲渡し，法人の民営化を図るべきである。 
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（12）日立港木材倉庫(株) 

検討項目 ○法人の自立化(株式の譲渡)に向けた検討内容とその実施時期 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 昭和４０年１１月，日立港（現茨城港日立港区）における輸入木材の埠頭利用

の円滑化，保税蔵置場の維持管理，輸出用梱包材の国際協定に基づく殺虫消毒の

実施等の目的で設立された。主な事業としては，倉庫業法に基づく輸出入及び国

内貨物の保管・流通加工や関税法に基づく輸入貨物の一時保管等を行っている。 

    ［主な出資者］ 

出資順位 出資者名 出資額(千円) 出資比率(%) 

１ 茨城県   ９，０００ ９．０ 

２ (株)日立ライフ  ８，９８５  ９．０ 

３ 高井洋治   ８，８４０  ８．８ 

４ (株)茨城木材相互市場   ８，５２５ ８．５ 

５ 川井顕一   ６，６７５  ６．７ 

その他 ４１団体 ５７，９７５ ５８．０ 

    ・ 県出資額は９百万円(出資比率9.0%)で，その他日立市や日立埠頭(株)，関連

企業等が出資している。県の人的・財政的な関与は行っていない。 

   ○ 流通業界の需要不振等のなか，売上高が約２億７千万円(平成21年度決算)と前

年比で約１億円減少したが，経常利益９８０万円を確保するなど安定した経営状

況にある。また，新たな倉庫の稼働に併せて職員の増員や管理面でのサービス充

実等により利用率の向上に努めている。 

   ○ 平成２２年５月の株主総会において，県の資本的関与の見直しについての説明

を行い，県と法人との間で条件面での協議を始めている。 

 

  （法人のあり方等） 

   ○ 県の資本的関与の必要性が低いことから，保有株式は県の財産であるとの認識

に立ち，県は法人と株式譲渡に向けた協議を進め適正な価格で譲渡すべきである。 
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（13）茨城県土地開発公社 

検討項目 
○保有土地の処分状況 

○法人の必要性と今後のあり方 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 保有土地については，ひたちなか地区２７.８ha，土浦市瀧田地区１.３ha，代

替地が１３.６haの合計４２.７haを保有している。処分面積は全体の２５％とな

っている。 

［保有土地の処分状況］平成22年 12月末現在     （単位：ha） 

部門 
H17末 

保有面積 

処分 H22 
保有面積 H18～H21 H22 計 

完
成
土
地 

ひたちなか地区 34.8  7.0 0  7.0（20%） 27.8 

土浦市瀧田地区  2.0  0.7 0  0.7（35%）  1.3 

代

替

地 

一般公共  8.9  2.8 1.3 ※  4.1（46%）  4.8 

新線関連 11.6  0.4 2.4  2.8（24%）  8.8 

計 20.5  3.2 3.7  6.9（34%） 13.6 

合計 57.3 10.9 3.7 14.6（25%） 42.7 

※ 代替地(一般公共)のH22処分1.3haについては，契約手続き中のものを含む。 

   ○ 財務状況は，平成１７年度決算で減損会計の導入により土地評価損約６０億円

を計上するとともに，平成２１年度決算においては低価法導入により約３７億円

の土地評価損を計上した。また，平成２２年９月末の借入金は約２９３億円とな

っている。 

     ［決算の推移］               （単位：億円） 

年度 H17 H18 H19 H20 H21 

当期純利益 △87 11 23 11 △26 

債務超過額 △97 △87 △64 △53 △80 

※ 当期純利益のH18以降は，補助金9.7億円を含む 

   ○ 県の支援は，平成１７年度決算で生じた債務超過額約９７億円を処理するため，

平成１８年度から２７年度まで毎年度約９.７億円の補助及び補助金で債務超過

を解消するまでの間，不足する額の短期貸付を行っている。また，保有土地に係

る支払利息抑制のため約２２６億円の長期無利子貸付を行っている。さらに，県

は平成２１年度決算の約３７億円の評価損について債権放棄した。 

   ○ 公共用地の先行取得については，大規模プロジェクト関連，早期供用が可能な

案件，大規模な物件及び災害復旧などに厳選して実施している。また，公共用地

先行取得等事業債を活用した先行取得の買い戻しが用地国債を設定した国庫補助

事業に限定されているため，公社による公有地先行取得事業は当面必要との認識

である。 
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  （法人のあり方等） 

   ○ 地価の下落傾向が続くなか保有土地の評価損が見込まれることから，損失を最

小限に抑えるため，企業ニーズの的確な把握による営業活動に努め改革工程表に

基づく早期売却に全力で取り組むとともに，保有土地処分の推進体制を強化すべ

きである。 

   ○ 今日の社会経済情勢を踏まえると，ひたちなか地区等の保有土地の処分は極め

て厳しい状況にある。また，公共用地の先行取得は地価下落により必要性が薄れ

てきており，法人の役割が限られてきている。県は，保有土地の処分が改革工程

表の目標どおりに進まない場合には，法人の解散を視野に入れた具体的な検討を

開始すべきである。 

 

 

（14）一般財団法人茨城県住宅管理センター 

検討項目 ○県出捐金の今後の取り扱い 

 

  （現状・課題等） 

   ○ 平成２２年４月，（財）茨城住宅管理協会(以下「管理協会」という。)から県営

住宅管理部門である水戸住宅管理センターが分離独立し，事業及び職員を引き継

ぎ新たに設立された。また，県営住宅管理業務の前指定管理者である管理協会の

指定期間(平成18年度から22年度）の残期間は，法人が指定管理者として指定さ

れている。 

   ○ 法人の業務は県営住宅(１６４団地)の管理を行っており，入居者の募集や家賃

等の収納，修繕，駐車場等の管理業務を行っている。 

   ○ 県出捐金は４６５,５６８千円であり，管理協会から受けた寄附金と同額を支出

したものである。 

     （内訳：基本財産：3,000千円，特定資産：462,568千円） 

   ○ 出捐金の今後の扱いは法人において検討中である。 

 

  （早期に取り組むべき事項） 

   ○ 県営住宅の次期指定管理者として法人が指定を受け，法人運営の基盤が整った

ことから(指定期間：平成 23 年度～27 年度)，県出捐金のうち立ち上げ支援以外

の部分は県へ返還することを検討すべきである。 
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（参考資料） 

 

○ 審 議 経 過 

第１回 平成２２年１０月１４日（木） 

 検討対象法人の選定及び論点の整理 

第２回 平成２２年１１月１８日（木） 

 法人の現状と課題（対象法人所管課ヒアリング：５法人） 

第３回 平成２２年１２月 ２日（木） 

 法人の現状と課題（対象法人所管課ヒアリング：１１法人） 

第４回 平成２２年１２月１６日（木） 

 法人のあり方等の検証 

 意見書（案）の検討 

第５回 平成２３年 １月１３日（木） 

 意見書取りまとめ 

 

 

 

○ 委 員 名 簿 

氏 名 等 役 職 等 

委員長 小濵 裕正 株式会社カスミ 代表取締役会長 

副委員長 坂本 和重 公認会計士（坂本計理事務所長） 

委員 岡部 登志子 有限会社きらら館 取締役会長 

委員 木内 敏之 木内酒造合資会社 取締役 

委員 三上 靖彦 株式会社ミカミ 代表取締役 

委員 兪   和 茨城大学人文学部 教授 

委員 渡辺 満枝 株式会社ＥＭＭＹ 代表取締役 
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○ 対象法人の概要 

法人の名称 財団法人茨城県青少年協会 所管課 女性青少年課 

代表者名 理事長 圷 建男 所在地 水戸市緑町1-1-18 

設立年月日 昭和５５年３月３１日 

基本財産 ５０,１００千円（県出捐額：50,000千円 99.8%） 

設立目的 青少年，青少年関係者及びこれらの団体の活動の促進を図り，もってこれらの

ものの福祉の増進を図る。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

青少年会館管理運営及び

青少年健全育成支援事業 

青少年会館等の管理運営(指定管理) 

青年リーダー養成事業等 

(千円) 

48,043 

若者ボランティア・地域活

動支援事業 

推進員の配置 

ボランティア・地域活動の支援 
1,672 

その他 青年交流事業他 3,327 

計  53,042 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 １２,３８１ 流動負債 ５,５３３ 

固定資産 ５７,９２０ 固定負債 ２,７０２ 

 資産計 ７０,３０１  負債計 ８,２３５ 

  正味財産 ６２,０６６ 

 合 計 ７０,３０１  合 計 ７０,３０１ 
 

 

法人の名称 財団法人グリーンふるさと振興機構 所管課 地域計画課 

代表者名 理事長 佐川 卓政 所在地 常陸太田市木崎二町937-10 

設立年月日 昭和６０年１０月３１日 

基本財産 ９４９,０００千円（県出捐額：649,460千円 68.4%） 

設立目的 グリーンふるさと圏における地場産業の振興及び都市との交流の重点的な推

進並びに圏域の振興に係る総合的な取組の企画立案及び調整を図ることを通じ

て，地域住民，民間企業その他の多様な主体の活動及び連携・協働を促進し，も

って自立的で個性豊かなグリーンふるさと圏の形成に資することを目的とする。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

グリーンツーリズム推進事業 いばらきさとやま楽校体験ツアー他 
(千円) 

32,033 

交流居住推進事業 田舎暮らし相談窓口の設置他 14,206 

地場産業振興事業 起業化支援研究会の開催他 5,871 

その他 いばらきさとやま楽校事業他 73,005 

計  125,115 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ３９,３８０ 流動負債 １０,９０５ 

固定資産 ９５６,０４８ 固定負債 ２,２００ 

 資産計 ９９５,４２８  負債計 １３,１０５ 

  正味財産 ９８２,３２３ 

 合 計 ９９５,４２８  合 計 ９９５,４２８ 
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法人の名称 鹿島都市開発株式会社 所管課 事業推進課 

代表者名 代表取締役社長 替地 享二 所在地 神栖市大野原4-7-1 

設立年月日 昭和４４年７月７日 

資本金 １，４８０，８００千円（県出資額：693,000千円 46.8%） 

設立目的 鹿島セントラルホテルの経営，住宅団地や工業団地の造成事業等を通じて，鹿

島地域の計画的な都市開発及び近代的な生活環境整備を目的とする。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

ホテル事業 鹿島セントラルホテルの経営 
(千円) 

1,991,600 

不動産事業 事務所・店舗等の賃貸事業 480,007 

施設管理事業 下水道施設等の公共施設の管理受託 930,881 

その他 設計・施工管理等の受託 469,665 

計  3,872,153 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 １,８６２,２９０ 流動負債 ８３７,２３９ 

固定資産 ４,８０３,６６０ 固定負債 １１,８０５,０７５ 

 資産計 ６,６６５,９５０  負債計 １２,６４２,３１４ 

  純資産 △５,９７６,３６４ 

 合 計 ６,６６５,９５０  合 計 ６,６６５,９５０ 
 

 

法人の名称 財団法人つくば都市振興財団 所管課 つくば地域振興課 

代表者名 理事長 鈴木 宏 所在地 つくば市竹園1-10-1 

設立年月日 平成３年３月２５日 

基本財産 ５９７,６００千円（県出捐額：100,000千円 16.7%） 

設立目的 筑波研究学園都市の振興・発展を目指して，地域情報の収集提供や芸術・文化

の振興活動，さらに在住外国人に対する支援活動等を行うことにより，住民の豊

かで魅力ある都市生活の向上に寄与する。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

ノバホール・つくばカピオ

管理運営事業 
ノバホール等の指定管理事業 

(千円) 

201,666 

芸術文化事業 芸術作品や演奏家の招聘講演 71,284 

国際交流事業 つくば市在住外国人等への支援事業他 2,800 

その他 調査研究事業他 203,031 

計  478,781 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ８８,９５３ 流動負債 ４７,４１２ 

固定資産 ６３４,８８８ 固定負債 ３６,１５９ 

 資産計 ７２３,８４１  負債計 ８３,５７１ 

  正味財産 ６４０,２７０ 

 合 計 ７２３,８４１  合 計 ７２３,８４１ 
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法人の名称 財団法人いばらき文化振興財団 所管課 生活文化課 

代表者名 理事長 平山 恒夫 所在地 水戸市千波町後川745 

設立年月日 平成４年７月１７日 

基本財産 ３０，０００千円（県出捐額：30,000千円 100.0%） 

設立目的 各種の文化振興事業を行うことにより，個性豊かな県民文化の振興を図り，も

って国際性豊かな文化の県づくりに寄与することを目的とする。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

大洗水族館事業 大洗水族館の管理運営 
(千円) 

1,689,448 

県民文化センター事業 県民文化センターの指定管理事業 410,043 

文化振興事業 芸術文化活動への助成事業 330,065 

計  2,429,556 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ７１７,０３１ 流動負債 ４６８,６４２ 

固定資産 ３,１３７,３８３ 固定負債 ６７２,２９２ 

 資産計 ３,８５４,４１４  負債計 １,１４０,９３４ 

  正味財産 ２,７１３,４８０ 

 合 計 ３,８５４,４１４  合 計 ３,８５４,４１４ 
 

 

法人の名称 財団法人茨城県国際交流協会 所管課 国際課 

代表者名 理事長 川俣 勝慶 所在地 水戸市千波町後川745 

設立年月日 平成２年１０月１日 

基本財産 ４９１,４００千円（県出捐額：300,000千円 61.1%） 

設立目的 県内各分野における国際交流を促進し，県民の国際意識，国際理解の醸成・増

進を図り，もって地域文化の創造，地域の活性化に寄与する。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

印紙売り捌き事業 
パスポート申請者用の印紙・証紙の販売

他（平成21年度終了） 

(千円) 

154,401 

外国人相談センターの運営 外国語(8言語対応)による相談業務 1,267 

国際理解教育講師派遣事業 外国人講師の派遣 925 

その他 上海事務所の設置費用他 105,829 

計  262,422 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ８８,１６４ 流動負債 １,９７６ 

固定資産 ５０５,０５５ 固定負債 ４,２９１ 

 資産計 ５９３,２１９  負債計 ６,２６７ 

  正味財産 ５８６,９５２ 

 合 計 ５９３,２１９  合 計 ５９３,２１９ 
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法人の名称 財団法人いばらき腎バンク 所管課 薬務課 

代表者名 理事長 大河内 信弘 所在地 つくば市天久保1-3-1 

設立年月日 平成元年１２月１４日 

基本財産 ４１７，８２６千円（県出捐額：281,288千円 67.3%） 

設立目的 腎臓移植を普及促進して腎不全患者の早期回復に資するとともに，腎不全に対

する総合的な対策の確立を図り，もって県民福祉の向上に寄与する。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

普及広報事業 普及啓発活動，広報誌の作成 
(千円) 

1,034 

組織適合検査助成事業 検査実施医療機関への助成 375 

講師派遣事業 各種研修会等への講師派遣 265 

その他 事務局運営経費等 4,823 

計  6,497 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ８,４０４ 流動負債 ７ 

固定資産 ４１７,８３６ 固定負債 ０ 

 資産計 ４２６,２４０  負債計 ７ 

  正味財産 ４２６,２３３ 

 合 計 ４２６,２４０  合 計 ４２６,２４０ 
 

 

法人の名称 株式会社つくば研究支援センター 所管課 産業政策課 

代表者名 代表取締役社長 武藤 賢治 所在地 つくば市千現2-1-6 

設立年月日 昭和６３年２月２日 

資本金 ２，８００,０００千円（県出資額：513,350千円 18.3%） 

設立目的 筑波研究学園都市の持つポテンシャル（研究所所有シーズ）を利用して，県政

の柱でもある，地域経済活性化，新事業創出を図ることを目的に，昭和６３年２

月茨城県等の出資により第三セクターとして設立され，平成元年７月本社事業所

をつくばに開設した。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

施設提供事業 新事業進出支援のための研究室提供他 
(千円) 

322,882 

産学官連携事業 産学官連携による新事業創出支援他 274,413 

計  597,295 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ６１８,５５０ 流動負債 １１５,８７１ 

固定資産 ２,５８７,０１８ 固定負債 １７２,５２８ 

 資産計 ３,２０５,５６８  負債計 ２８８,３９９ 

  純資産 ２,９１７,１６９ 

 合 計 ３,２０５,５６８  合 計 ３,２０５,５６８ 
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法人の名称 株式会社ひたちなかテクノセンター 所管課 産業政策課 

代表者名 代表取締役社長 上月 良祐 所在地 ひたちなか市新光町38 

設立年月日 平成２年１０月３０日 

資本金 ４，１２６，０００千円（県出資額：1,700,000千円 41.2%） 

設立目的 「地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律」に基づく

「水戸・日立集積促進計画」の中核的推進機関として，地域産業の高度化支援及

び特定産業の集積を図ることを目的とする。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

研究室等賃貸事業 創業準備オフィス等の提供 
(千円) 

224,973 

企業支援事業 
産学官連携・産産連携等による新技

術・新製品の開発支援他 
126,910 

計  351,882 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ４２５,６１０ 流動負債 １７９,９８２ 

固定資産 １,８２３,２３４ 固定負債 ２３７,１２４ 

 資産計 ２,２４８,８４４  負債計 ４１７,１０６ 

  純資産 １,８３１,７３８ 

 合 計 ２,２４８,８４４  合 計 ２,２４８,８４４ 
 

 

法人の名称 株式会社いばらきＩＴ人材開発センター 所管課 産業技術課 

代表者名 代表取締役社長 白戸 仲久 所在地 古河市中央町2-3-50 

設立年月日 平成３年３月２８日 

資本金 ８５８,０００千円（県出資額：100,000千円 11.7%） 

設立目的 地域ソフトウェアセンター供給力開発事業推進臨時措置法に基づく事業計画

の承認を受け，地域ソフトウェア供給力開発を図るため，茨城県・古河市及び(独)

情報処理推進機構等の出資により設立された。情報化の進展に伴う企業ニーズに

的確に対応した人材育成の支援を総合的に行い，情報化の促進を通じて，地域産

業の充実と安定化を図ることを目的とする。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

人材育成(一般研修) 中小企業向け情報化研修他 
(千円) 

79,615 

受託斡旋・その他 ＩＴ技術者の派遣他 77,980 

実践指導 自社ビル賃貸事業 20,282 

計  177,877 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 １２７,１４８ 流動負債 １６,６３０ 

固定資産 ４３１,７０５ 固定負債 １０,１３４ 

 資産計 ５５８,８５３  負債計 ２６,７６４ 

  純資産 ５３２,０８９ 

 合 計 ５５８,８５３  合 計 ５５８,８５３ 
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法人の名称 つくば国際貨物ターミナル株式会社 所管課 中小企業課 

代表者名 代表取締役社長 福田 敬士 所在地 つくば市谷田部4459-12 

設立年月日 平成４年５月７日 

資本金 ２８２，０００千円（県出資額：60,000千円 21.3%） 

設立目的 内陸における通関機能を有する施設として，県内企業の国際物流業務の効率化

に資することを目的とする。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

運送事業 保税運送業務 
(千円) 

134,407 

荷役・保管事業 輸出入貨物の荷役作業 93,926 

賃貸事業 事務室等の賃貸業務 42,650 

計  270,983 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 １２８,６２４ 流動負債 ４２,２６１ 

固定資産 ４８,００９ 固定負債 ０ 

 資産計 １７６,６３３  負債計 ４２,２６１ 

  純資産 １３４,３７２ 

 合 計 １７６,６３３  合 計 １７６,６３３ 
 

 

 

法人の名称 茨城県道路公社 所管課 道路建設課 

代表者名 理事長 橋本 昌 所在地 水戸市笠原町978-25 

設立年月日 昭和４６年９月２５日 

資本金 １０，０３９,８００千円（県出資額：8,308,800千円 82.8%） 

設立目的 茨城県の区域及びその周辺の地域において，その通行又は利用について料金を

徴収することができる道路の新設，改築，維持，修繕，その他の管理を総合的か

つ効率的に行うこと等により，この地域の地方的な幹線道路の整備を促進して交

通の円滑化を図り，もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与する。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

管理事業 有料道路等の維持管理 
(千円) 

2,346,198 

受託事業 道路管理業務等の受託事業 192,434 

計  2,538,632 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ３,０３３,７８９ 流動負債 ２５４,２３８ 

固定資産 ４２,５８６,３８３ 固定負債 ３４,６６６,４５９ 

 資産計 ４５,６２０,１７２  負債計 ３４,９２０,６９７ 

  純資産 １０,６９９,４７５ 

 合 計 ４５,６２０,１７２  合 計 ４５,６２０,１７２ 
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法人の名称 日立埠頭株式会社 所管課 港湾課 

代表者名 取締役社長 加子 茂 所在地 日立市久慈町1-3-10 

設立年月日 昭和３４年８月１４日 

資本金 ２７０，５００千円（県出資額：47,600千円 17.3%） 

設立目的 日立港第１埠頭供用開始に合わせ，日立港における港湾運送事業及び関連事業

を目的に設立し，第３セクターとしての基盤を確立するため増資し現在に至る。

設立以来，公共港湾である茨城港日立港区発展のための取扱貨物の集荷促進を推

進し，国民の安定的な下支えをする公共的役割を果たしてきた。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

一般港湾運送事業 港湾における荷役業務 
(千円) 

2,803,669 

一般貨物自動車運送事業 生乳輸送他 1,593,282 

倉庫業 倉庫業 1,253,214 

その他  651,672 

計  6,301,837 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ２,９６５,９４０ 流動負債 １,９８９,１５６ 

固定資産 １,６５４,４０９ 固定負債 ９１８,２２６ 

 資産計 ４,６２０,３４９  負債計 ２,９０７,３８２ 

  純資産 １,７１２,９６７ 

 合 計 ４,６２０,３４９  合 計 ４,６２０,３４９ 
 

 

法人の名称 日立港木材倉庫株式会社 所管課 港湾課 

代表者名 代表取締役社長 打越 芳男 所在地 日立市留町2435-10 

設立年月日 昭和４０年１１月５日 

資本金 １００,０００千円（県出資額：9,000千円 9.0%） 

設立目的 日立港（現茨城港日立港区）における輸入木材の埠頭利用の円滑化，地場産業

の育成，外国貨物取扱いの保税蔵置場維持管理，輸入貨物の需要に対応した需給

の安定，輸出用梱包材の国際協定に基づく殺虫消毒の実施並びに植物防疫法に基

づく検疫業務の手続き等について受託しその一元化を図る。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

営業倉庫部門 倉庫業 
(千円) 

176,273 

保税保管部門 輸出入貨物の一時保管 58,728 

燻蒸部門 植物防疫法に基づく検疫業務 19,153 

その他  11,109 

計  265,263 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ９０,３８８ 流動負債 １６,２０６ 

固定資産 ２３９,５１８ 固定負債 １７,１２６ 

 資産計 ３２９,９０６  負債計 ３３,３３２ 

  純資産 ２９６,５７４ 

 合 計 ３２９,９０６  合 計 ３２９,９０６ 
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法人の名称 茨城県土地開発公社 所管課 都市計画課 

代表者名 理事長 坂入 健 所在地 水戸市笠原町978-25 

設立年月日 平成２年４月１９日 

資本金 ３０，０００千円（県出資額：30,000千円 100.0%） 

設立目的 公共用地，公用地の取得，管理及び処分を行うことにより，地域の秩序ある整

備と県民の福祉の増進に寄与すること。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H21決算額 

公有地取得事業 
県等からの委託による公共事業用地の

取得・処分 

(千円) 

4,593,114 

土地造成事業 

（完成土地等） 

完成土地等の造成，管理，処分 

ひたちなか地区定期貸付 
3,172,617 

附帯等事業 ひたちなか地区暫定貸付 116,294 

その他 経営支援補助金 972,000 

計  8,854,025 

資産状況 

(22.3現在) 

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円) 

流動資産 ２６,５５６,６５４ 流動負債 ６,７１５,１３３ 

固定資産 ４,８６２,２３２ 固定負債 ３２,６７０,６９０ 

 資産計 ３１,４１８,８８６  負債計 ３９,３８５,８２３ 

  純資産 △７,９６６,９３７ 

 合 計 ３１,４１８,８８６  合 計 ３１,４１８,８８６ 
 

 

 

法人の名称 一般財団法人茨城県住宅管理センター 所管課 住宅課 

代表者名 理事長 所 英雄 所在地 水戸市大町3-4-36 

設立年月日 平成２２年４月１日 

基本財産 ３,０００千円（県出捐額：3,000千円 100.0%） 

設立目的 茨城県内における集合住宅団地及び関連公共公益施設並びに賃貸施設の管理

に関する業務を遂行し，併せて当該集合住宅団地等及び賃貸施設の維持改善並び

にその利用者の便益の増進を図る。 

事業概要 

 

事業名 事業内容 H22予算額 

住宅管理事業 県営住宅の指定管理事業 
(千円) 

1,523,922 

住宅関連施設等管理事業 駐車場等の管理事業 29,093 

その他 管理費 34,236 

計  1,587,251 

 

 


